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【はじめに】 

 

全国的な少子高齢化の進行，核家族化など教育を取り巻く社会環境は大きく

変化しており，これからの社会を担う人材を育成する学校教育の果たす役割は，

ますます大きくなっています。 
 
このような社会状況の中，全国と同様に南九州市でも小学校を取り巻く状況

に大きな変化が見られ，児童数の減少・学級数の減少が続いており，市内の小

学校の小規模化が進んできています。 
南九州市の児童数については，昭和４５年以降の市内の児童数を見るとピー

ク時の６，７１１人（昭和４５年）から現在（令和元年）の１，５７３人と約

４分の１に減少しております。 
当面は１学年複数学級が維持できる小学校がある一方，小規模化が進行し，

複式学級になった小学校もあり，教育環境の観点から課題が生じてきています。 
 
今後も児童数の減少傾向が続くことが予想されることから，教育委員会は，

長期的な視点に立ち，小学校の将来を展望した小学校のあり方について，幅広

い見地から検討するため「南九州市立小学校将来のあり方検討委員会」を設置

し，適正配置に関する基本的な考え方及び適正配置に向けた具体的方策につい

て諮問しました。 

 

諮問を受けた同検討委員会は，諮問の内容に沿って望ましい学校規模や学校

と地域のつながりなど多様な視点から検討を続け，平成３１年１月，教育委員

会に対し答申しました。 

 
教育委員会では，この答申を受け，この度，望ましい学校規模を検討する上

で発生する課題を解決するための基本的な考え方を整理し，取組み等を示した      

「南九州市立小学校のあり方に関する基本方針」を策定しました。 
 
教育委員会は，この基本方針に基づいて，より良い教育環境を整備し，充実

した学校教育の実現に取り組んでまいります。 
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Ⅰ 小学校の現状と今後の推移 
 １．児童数の推移と将来推計，学校規模の現状 
〇 児童数の推移と将来推計                 （単位：人） 

区分 
平成２０年度 

（実績） Ａ 

増減 

（Ｂ-Ａ） 

令和元年度 

（現状） Ｂ 

増減 

（Ｃ-Ｂ） 

令和７年度 

（推計） Ｃ 

頴娃地域 705 △ 174 531 △ 102 429 

知覧地域 663 △ 196 467 △5 462 

川辺地域 760 △ 185 575 △ 18 557 

合計 2,128 △ 555 1,573 △ 125 1,448 

※平成２０年度・令和元年度については，実績 令和７年度は，独自推計より 

令和元年５月１日現在の児童数は，１，５７３人です。 

南九州市となった翌年度（平成２０年度）の２，１２８人から５５５人減

少しています。 

また，将来推計では，令和７年度に１，４４８人となり，令和元年度から

の７年間で１２５人減少する見込みです。 

 

〇 学校規模の現状          ※学校規模別学校数等は令和元年５月１日現在 

区分 
小規模校 

標準規模 
過小規模校   

学級数（国が示す基準） １～３学級 ４～５学級 ６～１１学級 １２～１８学級 

学校数 ７校 ２校 9校 １校 

１校の児童数 9～２３人 ５１～５９人 ５６～２３６人 ４１７人 

１学年の児童数 １～８人 ５～１６人 ６～５５人 ５８～８６人 

学校名（児童数） 

松原小（9人） 九玉小（51人） 頴娃小（110人） 川辺小（417人） 

松ヶ浦小（19人） 高田小（59人） 宮脇小（112人） 

 

浮辺小（18人） 

 

別府小（112人） 

中福良小（23人） 青戸小（81人） 

手蓑小（11人） 粟ヶ窪小（56人） 

清水小（11人） 知覧小（236人） 

大丸小（22人） 霜出小（79人） 

 

松山小（81人） 

勝目小（66人） 
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令和元年５月１日現在の小学校数は１９校です。 

１９校の内，国が示す標準規模（１２～１８学級）を満たす小学校は１  

校だけで，残りの１８校は１１学級以下の小規模校であり，全体の９５％

を占めています。 

複式学級を有する小学校（５学級以下）は９校で，全体の４７％を占め

ている。また，児童数が最も少ない学校は９人，最も少ない学級は１人で

す。 

 

２．校舎等施設の状況 
  本市の学校施設については，平成以降に建築された学校がある一方，半 

数以上は，昭和２０年代から昭和４０年代にかけて建築しています。 

そのほとんどが建築後４０年以上経過しており，これまで計画的に耐震診

断や大規模改修等を実施して来ています。 
  今後の改修等については，適正規模・適正配置についての検討の状況を見

ながら計画的に進めていく必要があります。 
 
〇 校舎等の建築年 

建築の年代 頴娃地域 知覧地域 川辺地域 
昭和２０年代 九玉小学校（Ｓ２７） 

★別府小学校（Ｓ２９） 

  

昭和３０年代 ★頴娃小学校（Ｓ３５） 

★宮脇小学校（Ｓ３２） 

粟ヶ窪小学校（Ｓ３２） 

松原小学校（Ｓ３３） 

青戸小学校（Ｓ３８） 

★霜出小学校 （Ｓ３６） 

★松ヶ浦小学校（Ｓ３９） 

★中福良小学校（Ｓ３９） 

★松山小学校 （Ｓ３８） 

★川辺小学校（Ｓ３５） 

昭和４０年代  ★浮辺小学校 （Ｓ４０）  

昭和５０年代  手蓑小学校 （Ｓ５１） 清水小学校（Ｓ５２） 

昭和６０年代    

平成以降  

 

 

知覧小学校  （Ｈ１） 高田小学校 （Ｈ３） 

勝目小学校 （Ｈ６） 

大丸小学校 （Ｈ８） 

※ ★印：大規模改修等済み。（平成３０年度現在） 
※ 各校において（屋内運動場，特別教室棟を除く）鉄筋コンクリート造の一番古い 
棟で分類 
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Ⅱ 適正規模・適正配置を考えるための基準 
適正規模・適正配置を考えるための基準については，南九州市の小学校の現

状と将来的な児童数の推移及び地域の様々な事情を総合的に考慮する必要が

あるため，一律の基準ではなく，標準的で望ましいものとします。また，教育

環境の観点から本市における小学校の適正規模・適正配置は，規模だけでなく

配置や施設についても考慮し取り組むこととします。 
なお，この基本方針の学校規模は，児童の状況により変動する特別支援学級

を含まず通常の学級のみとします。 
 

１．望ましい学校規模（答申ベース） 
１学年の学級数については，少なくとも複式学級が解消できる学級数とし，

１学級あたりの児童数も児童同士が切磋琢磨し，多様な教育活動が展開でき

ること等を考慮し，本市における望ましい学級数，１学級あたりの児童数は

以下のとおりとします。 
 

   〇 学級数 

１学年１～３学級 

〇 １学級あたりの児童数 

１～２年生１８～２０人程度（36人以上であれば，1学年 2学級可能） 

３～６年生２１～２５人程度（41人以上であれば，1学年 2学級可能） 

 
２．適正な通学距離・時間・区域 
児童数の減少により小学校の小規模化が進んできており，今後の適正配置

を検討した際に通学距離は延び，通学時間も長くなるため，適正な通学距

離・時間については，答申と同様に以下のとおりとします。区域についても

児童への影響等を考慮し，以下のとおりとします。 
 

    〇 徒歩通学基準 

       距離については，おおむね４㎞以内 

       時間については，おおむね１時間以内 

        

    〇 徒歩通学基準を超えた場合 

       安全確保の面からスクールバス等の適正な利用を行う。 

 

    〇 通学区域 

       地域のきずなや児童への影響（※）を考慮した場合，旧町域を原則 
超えないこととします。 

     ※ 中学校区が異なる場合，中学校入学時に小学校時の友達が少なくなることか 

ら不安をおぼえる場合がある。 
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Ⅲ 適正規模・適正配置に近づけるための方策 

適正規模・適正配置に近づけるための方策について，例えば次のようなパタ

ーンが考えられます。ただし，これに縛られるものではありません。 

 

パターン① 過小規模校を本市で考える適正規模校へ再編するパターン 

 
 
パターン② 複数の過小規模校を再編して，本市で考える適正規模校になる 

パターン 

 
 
パターン③ 複数の小規模校を再編して，本市で考える適正規模校になる 

パターン 
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 パターン④ 複数の過小規模校と小規模校を再編して，本市で考える適正規

模校になるパターン 

 

 
 パターン⑤ 旧町域の全学校を再編し，１つの適正規模校になるパターン 
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Ⅳ 適正規模・適正配置に向けての基本的配慮事項等 

 
１．児童に対する配慮 

    学校を再編する場合，児童に精神的な不安や動揺を生じさせないよう配
慮していく必要があります。新しい学校での生活に適応できるようにする

ために，再編前において，学校行事の事前交流の実施や学校間での事前協

議，児童の心のケアなど新たな学校生活に戸惑うことがないよう，きめ細

かな指導が行き届くよう配慮します。 
 
  ２．通学に対する配慮 
    通学状況を十分踏まえ，歩道設置や危険箇所の確認とその対策など通学

路変更に伴う安全対策に十分な配慮を行います。また，地理的条件等によ

り，通学路の安全性が確保できないなどの諸事情がある場合は，必要に応

じてスクールバス等を導入し，児童の安全性を確保します。 

 

３．保護者・地域住民に対する配慮 
     学校の教育効果が最大限に発揮されるためには，関係者の連携・協力が

欠かせないことから，保護者や住民に対して，学校及び地域を取り巻く教

育環境などについて丁寧かつ具体的な説明を行い，保護者・地域住民の理

解と協力を得られるよう努めていきます。 
       なお，地域が総意に基づき学校再編を検討する場合にあっては，教育委

員会も積極的に支援を行っていきます。 
 
４．防災体制に対する配慮 

    学校の再編により，通学区域がこれまで以上に広がった児童の避難等の
防災体制は，各学校の実情を踏まえた機能化を図るなど，安全面に支障を

きたすことがないよう努めていきます。 
 
 
Ⅴ 再編しない学校への支援 
教育環境上の課題を軽減するためには，近隣の学校等との合同授業や合同の

行事を実施し，多様な体験や児童同士で切磋琢磨する機会を増やすなど，過小

規模校，小規模校のデメリットの緩和策を積極的に検討・実施していくことと

します。 
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※　通学区域は，南九州市立小学校及び中学校の通学区域に関する規則より（令和元年度現在）

頴娃小頴娃小頴娃小頴娃小

宮脇小宮脇小宮脇小宮脇小

九玉小九玉小九玉小九玉小
別府小別府小別府小別府小

青戸小青戸小青戸小青戸小

松原小松原小松原小松原小

粟ヶ窪小粟ヶ窪小粟ヶ窪小粟ヶ窪小

松ヶ浦小松ヶ浦小松ヶ浦小松ヶ浦小

浮辺小浮辺小浮辺小浮辺小

霜出小霜出小霜出小霜出小

知覧小知覧小知覧小知覧小

松山小松山小松山小松山小

中福良小中福良小中福良小中福良小

手蓑小手蓑小手蓑小手蓑小

清水小清水小清水小清水小

川辺小川辺小川辺小川辺小

勝目小勝目小勝目小勝目小

高田小高田小高田小高田小

大丸小大丸小大丸小大丸小

頴娃中頴娃中頴娃中頴娃中

知覧中知覧中知覧中知覧中

川辺中川辺中川辺中川辺中
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